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「京・地域福祉推進指針２０１４」に係る主な関連施策の推進状況について 

 

 

あらゆる力を結集して，孤立死や虐待などにつながる社会的孤立を防ぎます。 

体系１ 協働を実現する仕組みと生活課題に対応するセーフティネットの充実 

施策の柱①：住民の権利擁護の推進 

○ 京都市成年後見支援センターにおける取組 

京都市成年後見支援センター（平成２４年度設置）において，成年後見に係る相談，

家庭裁判所への申立て支援，市民後見人の養成，制度の普及啓発，市長申立て事務の一

部を実施。 

 ・成年後見に関する相談件数  

２６年度：７９０人 ２７年度：７１１人 ２８年度：６８６人（２９年 1月末現在） 

 ・市民後見人養成件数（修了者数） 

  ２６年度：２５人 ２７年度：（養成講座実施なし） ２８年度：２０人 
 

○ 日常生活自立支援事業の推進 

認知症高齢者，知的障害者及び精神障害者の方々など，判断能力が不十分なため，福

祉サービスを十分に利用できない方などに対して，福祉サービスの利用援助，日常的な

金銭管理，通帳・印鑑の預かり，郵便物の管理等を支援する制度（京都市社会福祉協議

会が実施）。契約件数の増加に対応するため，各区社会福祉協議会に配置する専門員を増

員し対応。 

 ・契約件数 

 ２６年度 ２７年度 ２８年度 

契約件数 ７１８件 ７５２件 ７８４件 

（29年１月時点） 

（専門員配置数） ２４名 ２６名 ２８名 

 

施策の柱②：福祉事務所と区社会福祉協議会との連携強化 

○ 福祉事務所と区社会福祉協議会との懇談会の開催 

福祉事務所・区社会福祉協議会が互いに関連する事業分野について，事例報告や意見

交換等を行い，効果的な支援に向けた連携のあり方を検討し，実践につなげている。 

・平成２６年度 「不良な生活環境を解消するための支援及び措置について」 

        「地域あんしん支援員設置事業の活動状況とその成果について」 

        「日常生活自立支援事業の状況について」 

・平成２７年度 「京都市における生活困窮者自立支援の取組について」 

        「チャレンジ就労体験事業の概況について」 

        「地域あんしん支援員設置事業の概況について」 

         事例検討：連携による効果的な支援事例 

・平成２８年度 「京都市における困窮者自立支援事業の実施状況について」 

         事例検討：連携による効果的な支援事例 

 

重点目標１ 

 

 

資料３ 
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施策の柱③：支援が必要な人の早期発見に向けた仕組みの強化 

○ 一人暮らし高齢者の全戸訪問事業 

高齢サポート（地域包括支援センター）の職員が，一人暮らし高齢者に対する訪問活

動を実施。訪問時には，「地域における見守り活動促進事業」（後述）についても説明を

行っている。 
 

〇 認知症サポーターの養成 

第５期に引き続き，「第６期京都市民長寿すこやかプラン」においての目標数である認

知症サポーター養成者数８０，０００人（平成２９年度末）について，平成２８年度中

に前倒しで達成。 
 

○ 地域における見守り活動促進事業 

・ 一定の条件に該当する要配慮者のうち，個人情報の提供に同意された方を記載する

「見守り活動対象者名簿」を作成し，関係団体等に提供・情報共有することにより，日

常的な見守り体制の強化等を推進。 

・ 平成２８年３月には「地域における見守り活動促進事業活動事例集」を作成し，関

係団体等へ配付。 
 

○ ～地域で支える～すくすく子育て応援事業 

赤ちゃんの誕生した家庭に主任児童委員等の地域の子育て応援者が訪問し，地域の子

育て支援情報を提供。子ども支援センターをはじめとした行政機関と子育て応援者が密

接に連携することにより，行政の持つ各種施策を活用しやすくし，虐待の未然防止・早

期発見を図る。平成２７年度に全区に実施を拡大。 
 

○ 障害者地域生活支援センター（市内 15箇所に設置）における取組 

福祉事務所・保健センター・福祉サービス事業所等と連携しながら，福祉サービスに

ついての情報提供・利用調整，障害者虐待への対応や権利擁護等の取組を実施。 

・ 平成２６年度に，精神障害対応型センターを３障害対応化することで，全障害者地

域生活支援センターにおいて障害種別に関わりなく対応できるようにし，相談支援体制

の強化を図っている。 

・ 障害者虐待への対応の充実を図るため，相談窓口職員向け研修を実施。 
 

○ 生活困窮者自立相談支援事業 

平成２７年度から，市役所（地域福祉課）に相談専門ダイヤルを設けるとともに，専

任の相談支援員を５名配置し，相談を受け付けた後，相談者の自宅等の身近な場所まで

訪問し，面談，行政手続の補助，就労支援等を行っている。 

これまで（平成２８年１２月末時点）６５５名の方から相談を受け，同意の得られた

３００名に対して，福祉事務所に配置しているキャリアカウンセラー（専門的なカウン

セリングによる就労意欲の喚起を行う）や求人開拓員（支援対象者の能力や希望に応じ

た求人の開拓等を行う）による就労支援や住宅確保給付金（区社会福祉協議会が相談窓

口）の活用等の支援を実施し，１１４名が就労に至っている。 
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施策の柱④：関係機関のネットワークと課題解決に向けた仕組みの構築 

○ 地域福祉フロンティア事業 

「区地域福祉推進委員会」を中心に，住民・関係団体・行政の協働のもと，地域にお

ける課題の共有及び解決策の検討を行い，各地域の状況に応じた取組（シンポジウムの

開催や福祉総合マップの充実）を実施。 

 

施策の柱⑤：コミュニティソーシャルワークの強化・推進 

○ 地域あんしん支援員設置事業 

社会的孤立等の状態にあり，制度の狭間や支援の拒否といった，福祉的な支援が必要

にも関わらず，支援につながっていない方等に対して，継続して寄り添いながら，地域

や関係機関と連携・協働し，適切な支援に結びつける「地域あんしん支援員」を配置。 

【配置状況】 

２６年度：３名配置（中京区・下京区・伏見区醍醐支所管内） 

２７年度：３名配置（北区・山科区・西京区(洛西支所管内含む)） 

２８年度：３名配置（上京区・左京区・右京区） 

【支援状況】 

延べ８７世帯（平成２９年２月末時点）を支援し，うち２４件が，世帯の抱える課題の解消，

関係機関や地域による支援・見守りへの移行等により支援終結に至っている。 
 

・ いわゆる「ごみ屋敷」への対応 

「京都市不良な生活環境を解消するための支援及び措置に関する条例」の施行（平

成２６年１１月）により各区役所・支所に設置された対策事務局や，地域・関係団体

と連携し，対応に当たっている。とりわけ，対策事務局において対人支援を主な役割

とするごみ屋敷等対策保健師と効果的な連携を図り，支援を行っている（地域あんし

ん支援員の支援世帯延べ８７世帯のうち，２１世帯については，ごみ屋敷対策事務局

と連携して対応。うち，６世帯はごみ堆積等の課題をはじめとする世帯の課題を解決

し，支援終結に至っている）。 
 

※ 平成２９年度は，地域あんしん支援員を更に３名増員（東山区・南区・伏見区（深

草支所管内含む）に配置）し，計１２名の配置により，支援体制の更なる充実と，施

策の全市展開を図る。 

 

 

体系２ 地域の絆づくりの推進 

施策の柱⑥：地域における福祉のまちづくりへの取組支援 

○ 高齢者の居場所づくり支援事業 

・ ひとり暮らしの高齢者等が，地域から孤立したり，閉じこもることがないよう，地

域で取り組まれる「高齢者の居場所」づくりへの助成制度を設けている。 

 【高齢者の居場所設置数】 

  ２６年度：２３６箇所 ２７年度：２５７箇所 ２８年度：２５９箇所（平成２９年１月末） 
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・ ２９年度から，「高齢者の居場所」と同じ通いの場である「老人クラブハウス」，本

市が設置している「老人いこいの家」については，現在の「高齢者の居場所」の取り

組み内容を基本として「健康長寿サロン」として統合し，今後身近な場所でのより多

くの参加者や通いの場の拡大に努めていく。 
 

○ 学区社協での活動支援 

 ・ 「地域の絆づくり事業」 

学区の社会福祉協議会が，地域での孤立防止の取組として，地域住民や関係団体と

の連携により実施。 

【実施学区数】 

 平成２６年度 平成２７年度 

見守り活動 １５８学区 １７０学区 

居場所づくり活動 １１２学区 １１５学区 

相談活動 ８５学区 ９５学区 
 

・ 健康すこやか学級 

高齢者の要支援又は要介護状態への進行を予防するとともに，社会参加の促進や閉

じこもりの防止を目的に，学校の余裕教室等を利用し，地域のボランティアの協力を

得て，筋力トレーニング等の介護予防に資する活動や，健康状態の確認，小学生との

交流等のレクリエーション等を実施。 

【実施学区数】平成２６年度：２１１学区 → 平成２７年度：２１４学区 

 

○ 社会福祉施設の地域公益取組の推進 

  京都市社会福祉協議会が京都市社会福祉施設連絡協議会との連携により，関係団体（平

成２６年度：京都市老人福祉施設協議会，平成２７年度：京都市保育園連盟）と協定を

締結し，社会福祉施設による地域福祉活動の拠点として利用できる施設スペースや専門

的なノウハウの提供等の促進に取り組んでいる。 

 【活動事例】 

 ・高齢者施設がカフェスペースを地域の高齢者の居場所として提供→喫茶型サロンがスタート 

・保育園が地域で実施されている子育てサロンに保育士を派遣し，絵本の読み聞かせやおもちゃ

遊びのノウハウを提供する。 

 

○ 子育てサロン等運営アドバイザー派遣事業 

新たなアイデアやユニークな取組を行おうとする子育てサロン等に対してアドバイザ

ーの派遣を行い，成功事例を集約・蓄積して，そのノウハウを周知・広報することによ

り，子育てサロン等の活動の活性化を支援（京都市社会福祉協議会で実施）。 
 

＜２９年度新規事業＞ 

○ 子どもの居場所づくり支援事業 

民間団体等による「子どもの居場所づくり」の取組の更なる展開を図るため，子ども

の居場所づくりに関する手引きの作成やアドバイザーを派遣，子どもの居場所づくりの

取組に助成を行う。 
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施策の柱⑦：地域福祉活動の担い手の育成支援 

○ 京都市福祉ボランティアセンターによる取組 

 ボランティア・市民活動の一層の発展をはかるため，各区社会福祉協議会のボランテ

ィアセンターと連携しながら，市民参加の促進，ネットワークづくり，活動のための環

境整備などの総合的な支援施策を展開。 

・ ボランティア活動のための設備等の提供 

・ ボランティア活動に関する情報収集及び提供 

・ ボランティア活動に関する講座，研修等の実施 

 ・ 福祉教育・ボランティア学習事業 

  ＜青少年の福祉体験事業（ユースアクション）＞ 

区社会福祉協議会が主体となり，夏休みを利用した青少年の福祉体験事業を実施。 

  ＜ほほえみ交流活動支援事業との連携＞ 

障害者団体等が行う，小中学校や児童館での車いすや手話の体験等の交流学習や講演等の取

組を広げていくため，市がこれを支援する「ほほえみ交流活動支援事業」を平成２５年度から

実施。平成２８年度からは，福祉ボランティアセンターと市内の身体障害者施設が連携し，施

設見学や障害者スポーツ体験等のプログラムを追加する等，本事業の充実を図った。 
 
 

○ 高齢者支え合い担い手づくり事業 

・ 平成２９年４月から京都市で実施する「介護予防・日常生活支援総合事業※１」にお

いて新設される「支え合い型ヘルプサービス事業※２」の従事者を養成するための研修

を実施（平成２８年度は２日間の研修を５回開催）。 

※１：既存の介護事業所によるサービスに加え，住民等のボランティア団体をはじめとした多

様な主体による多様な生活支援を提供し，地域の支え合い体制づくりを進める事業。 

※２：高齢者のニーズが高い掃除や買物代行等の生活援助（家事）を，研修により一定の知識

を習得した方が家庭を訪問して支援するサービス。 
 

・ 高齢者向けのボランティアを希望される方に対して基本的知識や実際に活動を始め

るために役立つ情報を提供する「地域支え合い活動入門講座」を開催（平成２８年度

は全市で２回開催）。 
 

○ 地域支え合い活動創出事業 

多様な生活支援を必要とする高齢者が住み慣れた地域で暮らしを継続できるよう，地

域の住民団体，ボランティア団体や民間企業等の多様な主体が生活支援サービスを提供

する体制づくりを進めるため，平成２８年度から「地域支え合い活動創出コーディネー

ター」を１２名配置（各区単位及び統括）。平成２８年度は，各区・支所単位で年２回，

居場所の運営者の情報交換会を開催したほか，地域資源の把握や開発等に取り組んだ。 
 

＜２９年度新規事業＞ 

○ 地域支え合いボランティア活動助成事業 

在宅高齢者の「ちょっとした困りごと」に対して，地域の高齢者等が担い手として支

援するボランティア活動に対し助成を行うことで，地域の支え合いによる活動を増やし，

高齢者の在宅生活の安心確保につなげるとともに，活動する高齢者の生きがいづくりや

介護予防を図る。 
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施策の柱⑧：地域福祉活動をされている方々の出会いとノウハウ共有の仕組みづくり 

○ 各区ボランティアセンターによる取組 

各区ボランティアセンターにおいてボランティアグループ連絡会を実施し，ボランテ

ィア活動に関する報告や意見交換を行い，情報を共有している。 
 

○ 「地域支え合い活動創出コーディネーター」による居場所の運営者の情報交換会（再掲） 

 

施策の柱⑨：共同住宅に住まわれている世帯と地域との橋渡し 

○ 「地域コミュニティサポートセンター」の開設・運営 

「地域コミュニティサポートセンター」を地域自治推進室内に設置し，自治会・町内

会の運営や地域の活性化についての相談を応じる（平成２４年６月～）。 
 

○ 新築共同住宅の地域との連絡調整担当者届出・開示制度の開始・運用 

共同住宅を新築する建築主に，自治会加入の取扱いをどうするか等，マンション等の

入居者と周辺住民の交流について，必要な連絡・調整を行う連絡調整担当者の届出を義

務付け，学区自治連合会等からの請求に応じて開示を行っている（平成２４年７月～）。 
 

○ 「地域コミュニティ活性化に向けた地域活動支援制度」の創設・運用 

交流イベントの開催や啓発チラシの作成など，地域が行う自治会加入促進等の取組に

助成を行う。（平成２４年７月～） 
 

○ 分譲マンション管理組合向け啓発チラシの作成・配布 

分譲マンションにおける自治会設立や加入促進を呼び掛けるチラシの作成と配布（平

成２５年９月～）。 
 

○ 住宅関連団体との「京都市における自治会・町内会への加入促進に関する協定」の締結 

新たなマンション入居者等に対し，住宅事業者から周辺の地域活動に関する情報の提

供や自治会の加入啓発等を行うなどを内容とする協定を，住宅関連団体(４団体)と締結

（平成２９年３月）。 
 

○ マンション管理組合向けアンケートの実施（平成２８年１０月～） 

２４年度から実施している自治会・町内会アンケートの内容をベースに，市内約 1,700

箇所あるマンション管理組合を対象としたアンケートを実施。今後，アンケートを集計

し，マンションのコミュニティについて現状・課題を把握するとともに，マンションに

必要な施策の検討を行う(現在，アンケート集計中)。 

 

施策の柱⑩：京都ならではの大学と地域の協働による地域福祉活動の展開 

○ 輝く学生応援プロジェクト 

学生と地域との交流を図るため，地域で活動したいと思っている学生団体・サークル

と，地域の行事に学生の参加を求める地域団体とをコーディネートする「むすぶネット

（学生・地域連携ネットワーク）」を実施。 

【マッチング件数】 

 ２６年度：３８件，２７年度：２４件，２８年度：１９件（平成２８年１２月末時点） 
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○ 学まちコラボ事業（大学地域連携創造・支援事業） 

大学の人材育成，地域の課題解決や活性化を図ることを目的として，魅力ある地域づ

くりや地域の課題解決に向けて，大学・学生と地域が協働して取り組む事業を支援。 

【採択事業件数】 

 平成２６年度：１６件，平成２７年度：１４件，平成２８年度：１８件 

 

○ 「学まち連携大学」促進事業  

平成２８年度から，地域連携の取組を大学の組織的な取組として定着させることを目

指し，地域の住民組織や市民活動団体，地域企業，商店街等と連携した活動を通じて学

生が学ぶ実践的な教育プログラムの開発及び実施に取り組む大学を支援（平成２８年度

は６大学を採択）。 
 

○ 「大学のまち京都 災害ボランティアに係るパートナーシップ宣言」 

京都市社会福祉協議会と市内の５つの大学が，災害ボランティアの育成や派遣におい

て協力する「大学のまち京都 災害ボランティアに係るパートナーシップ宣言」の表明

を実施（平成２８年１０月）。 
 

＜大学と地域との連携による取組事例＞ 

・ 地域フィールドワーク「小野郷へいこう」(佛教大学) 

佛教大学と小野郷学区社会福祉協議会と小野郷地域まちづくり推進委員会等が協働

し，少子高齢化に伴い地域の活力が低下していた小野郷学区の活性化に向けた取組を

実施している。 

 

・ 中川学区の暮らし再発見プロジェクト(大谷大学) 

過疎化や少子化が進む中川学区の暮らしや風習，歴史を残すため，中川学区社会福

祉協議会と連携し，地域の聞き取り調査等を実施している。 
 

・ 北区学生×地域応援団 

地域活動を行いたい学生と若い人に関わってもらいたいと思っている地域を北区内

の４大学のボランティアセンターと北区社会福祉協議会・北区青少年活動センターが

連携を図り，大学と地域をつなげる取組。28 年度において，若者まちづくりサポータ

ー養成講座を実施するとともに，待鳳学区をモデルにフィールドワーク(健康すこやか

学級への参加等)を実施。 
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      福祉と防災・減災の両方の視点で災害にも強いまちづくりを全学区で進めます。 

体系３ 要配慮者を守る災害に強い福祉コミュニティづくり 

施策の柱⑪：福祉避難所の設置拡大と災害時における円滑な運営の確保 

○ 福祉避難所の取組 

・ 避難生活において一定の配慮を要する方を対象とする「福祉避難所」については，

関係団体，社会福祉施設等による協力のもと，毎年度指定箇所を拡大しており，平成

２８年４月１日時点で２４９箇所を事前指定している。 

  （内訳）高齢者施設：１７７箇所，障害者施設：６３箇所，妊産婦等施設：９箇所 

 

・ 設置・運営については，平成２５年度から京都市総合防災訓練において，事前指定

施設と連携した訓練を実施しているほか，移送対象者の選定や受入調整等に関する机

上訓練を平成２６年度から継続して実施している。 

 ＜ガイドライン等の策定状況＞ 

・運営ガイドラインの策定（平成２５年３月） 

・移送対象者の選定方法及び受入調整等に関するガイドラインの策定（平成２７年２月） 

・福祉避難所備蓄計画の策定（平成２８年２月） 

＜妊産婦等福祉避難所の取組＞ 

・市内９施設と事前指定に係る協定締結（平成２７年３月） 

・運営ガイドライン（施設職員向け）の策定（平成２７年３月） 

・対象者の選定方法及び受入調整等に関するガイドラインの策定（平成２７年１２月） 

・更に市内６施設と協定締結，全区での事前指定施設の確保（平成２８年度） 

 

 

施策の柱⑫：地域における見守り活動促進事業を通じた要配慮者情報の継続把握 

○ 地域における見守り活動促進事業（再掲） 

・ 一定の条件に該当する要配慮者のうち，個人情報の提供に同意された方を記載する

「見守り活動対象者名簿」を作成し，関係団体等に提供・情報共有することにより，日

常的な見守り体制の強化等を推進。 

 

・ 高齢サポート（地域包括支援センター）の職員が，一人暮らし高齢者に対する訪問

活動と並行して，「地域における見守り活動促進事業」についても説明を行い，名簿へ

の記載に関する同意取得を推進。必要に応じて民生委員も同行。 

 

・ 平成２８年３月には「地域における見守り活動促進事業活動事例集」を作成し，関

係団体等へ配付。事業を通じた名簿の活用による具体的な取組事例の紹介により，同意

取得活動の推進を図った。  

 

 

 

重点目標２ 
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施策の柱⑬：福祉的視点からの防災・減災の取組の全学区実施支援 

○ 避難所運営マニュアルの策定，運営訓練の実施 

避難所運営マニュアル策定済みの避難所（平成２９年２月末現在，４２７箇所中４２

１箇所）については，運営マニュアルに基づく避難所運営訓練の実施と，訓練結果を受

けた運営マニュアルの適宜見直しに取り組んでいる。また，新規で指定された避難所に

ついては，運営マニュアルの策定を進めている。 

【運営マニュアルに基づく訓練実施済みの避難所数】 

 平成２６年度：１７５箇所 → 平成２８年度：２３９箇所（平成２８年１２月末現在） 

 

 

施策の柱⑭：区災害ボランティアセンターの運営体制の支援 

○ 区災害ボランティアセンターの取組 

・ 各区の総合防災訓練と連携して，区災害ボランティアセンター設置・運営訓練を実

施。市災害ボランティアセンターからも訓練現場への支援を行うとともに，無線通信

訓練により，市災害ボランティアセンター（ひと・まち交流館内）と区災害ボランテ

ィアセンター（訓練現場）との連携確認も実施。 

 

・ 学区社協役員等の地域住民，学生ボランティア等の参画による支援ニーズの聞き取

りやボランティアの受け入れ等の訓練，災害ボランティアセンターの活動周知を実施。 

【延べ参加者数（１１行政区合計）】 

 平成２６年度：延べ９９８名参加，平成２７年度：延べ８００名参加 

 

・ 市・区災害ボランティアセンター関係者の合同研修会の開催により，災害ボランテ

ィアセンターの運営・連携体制や訓練等に係る意見交換等を実施。平成２８年度は「熊

本地震を教訓とした備えと市民周知の工夫」をテーマに設定。 


